
（２）ごみ・資源物の適正処理
基準値 目標値

指標 市民一人1日当たりの生活系ごみ排出量 470g/人・日 425g/人・日

（３）し尿などの適正処理
基準値 目標値

指標 合併処理浄化槽設置数 116基 127基

令和４年度　行政評価調書

この施策の
目指すべき姿と
その展開方向

市民アンケート
指標

市民一人1日当たりの生活系資源物排出量 142g/人・日

小施策
及び
指標

（１）３Ｒの推進に向けた自主的な取組への支援
基準値

　環境にやさしい循環型社会の形成を図るとともに、快適な生活環境の確保を目指します。
　このため、市民、事業者、行政それぞれが役割を相互に理解しながら、循環型社会形成の基本的な考
え方である３Ｒ「発生抑制（Reduce）」「再使用（Reuse）」「再利用（Recycle）」への積極的な取組を進めて
いくとともに、環境に配慮した廃棄物の適正な処理体制の構築に努めます。

所管部 生活環境部 関係部 水道局

（第７次総合計画　基本構想　P.44）

■施策の概要 （第７次総合計画　基本計画　P.140～141）

まちづくり
６つのテーマ

テーマ５　まちなみと自然が調和し、環境にやさしいまち（環境・景観）

施策名 ５－２　循環型社会

165g/人・日指標

目標値

71.7%

目標値

■施策の内容（小施策） （第７次総合計画　基本計画　P.140～141）

基準値

基準値より増
ごみの適正な排出や、３Rを心掛けている市民の割合



⑴

⑵

⑶

（指標推移） （改善内容等）

Ａ：各指標の推移は順調 １：主な予算事業等をこのまま継続して推進する

Ｂ：各指標の推移は概ね順調 ２：主な予算事業等を改善しながら推進する

Ｃ：各指標の推移はあまり順調でない ３：主な予算事業等の内容の全面的な見直しを行う

Ｄ：各指標の推移は順調でない

点検結果

・小施策⑴の資源物の回収品目拡大については、製品プラスチック等の回収について法改正もあったこ
とから、時期を定めて、拡大に向けた積極的な取組の推進について検討すべき。また、地域に回収ボッ
クスを増設するなどの回収環境の充実が必要。
・エコショップ認定制度については、認定制度及び認定店舗の周知が十分でないため、認定店舗を積
極的にPRするなどして、市民の環境配慮意識を高める必要がある。
・小施策⑵の生活系ごみ排出量の削減の取組として、ふるさと納税やクラウドファンディングの仕組みを
活用するなどして、生ごみのリサイクル推進のため電気式生ごみ処理機の購入費用の助成などを検討
すべき。また、食品ロス対策として、賞味期限が迫った食品を回収・配布することや、「こども食堂」などの
地域福祉と連携した取組を検討すべき。
・小施策⑶の合併処理浄化槽への転換促進については、転換に係る費用の助成などの検討が必要。

■有識者会議による点検 （ ☑ 対象 □

・いずれの指標も停滞または悪化してしており、指標の推移は順調でない。
・小施策（１）については、近年レジ袋の有料化や軽量化、生産者が自主的に過剰包装を見直すなど、
資源物を含めた廃棄物の発生を抑える動きが見られる。こういった資源物を取り巻く状況を注視しつつ、
今後、資源回収ボックスなど回収環境の整備を継続して行うとともに、回収品目の拡大などの検討を進
め、リサイクル率向上を一層推進していく。
・小施策（２）については、新型コロナウイルス感染症拡大防止のための、外出自粛要請等の影響のため
か、ごみの排出量が基準値を上回ったが、これは全国的に見られる傾向と同様となっている。生活系ご
みの排出量は、社会情勢の影響を受けやすく、現状では外出自粛要請等以外の要因があるのか判断
できないことから、状況の推移を見守りつつ、引き続きごみの排出量削減に向けた取組を推進していく。
・小施策（３）については、引き続き下水道処理可能区域外の単独処理浄化槽管理者に対し、合併処理
浄化槽へと転換していくよう、市ホームページの活用や浄化槽の法定検査を行う北海道浄化槽協会との
連携により、周知、啓発を行っていく。

総評及び今後
の具体的方針
ほか特記事項

478g/人・日 △ 425g/人・日

非対象 ）

合併処理浄化槽設置数 116基 117基 △ 127基

　指標推移は、基準年から目標年までに基準値から目標値まで平均的に増加（減少）させた場合の値を標準値とし、当該年度
の実績値と標準値を比較して判定。
（目標値まで増加させる場合の例：実績値≧標準値⇒◎、実績値＜標準値⇒△）

目標値

71.7% 68.5% 基準値より増

令和４年度　行政評価調書

■施策の評価（一次評価）

まちづくり
６つのテーマ

テーマ５　まちなみと自然が調和し、環境にやさしいまち（環境・景観）

関係部 水道局

施策名 ５－２　循環型社会

所管部 生活環境部

市民アンケート
指標

ごみの適正な排出や、３Rを心掛けている市民の割
合

基準値 令和３年度 令和５年度

市民アンケート
指標の推移 △

◎：指標の推移は順調

△：指標の推移は順調でない

－：判定不能（実績値なし）

～次ページに続きます～

実績値 推移 目標値

市民一人1日当たりの生活系資源物排出量 142g/人・日 142g/人・日 △ 165g/人・日

各小施策の
指標の推移

【一次評価】
達成度の向上
等へ向けた今後
の方向性

Ｄ－１

市民一人1日当たりの生活系ごみ排出量 470g/人・日

指　　標 基準値



（指標推移） （改善内容等）

Ａ：各指標の推移は順調 １：主な予算事業等をこのまま継続して推進する

Ｂ：各指標の推移は概ね順調 ２：主な予算事業等を改善しながら推進する

Ｃ：各指標の推移はあまり順調でない ３：主な予算事業等の内容の全面的な見直しを行う

Ｄ：各指標の推移は順調でない

上記特記事項

○令和４年４月に施行された「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」の趣旨を踏まえ、製
品プラスチックのリサイクルに向けた先進事例の情報収集や関係者との調整に努め、回収品目拡大の
検討を進めること。

○エコショップ認定制度については、市民に対する効果的な周知活動のほか、認定店舗の積極的なア
ピールなど、活動への参加拡大につながるPR方法についても検討し、制度推進による市民の環境保全
意識の高揚を図ること。

○環境負荷の軽減と、ごみ排出量の削減のため、食品ロスの削減に向けた啓発活動に引き続き取り組
むとともに、各家庭で不要となっている食材の有効活用などの取組について検討すること。

○引き続き、下水道処理区域外の単独処理浄化槽管理者の合併処理浄化槽への転換促進に努めるこ
と。

■施策の評価（二次評価）

【二次評価】
達成度の向上
等へ向けた今後
の方向性

Ｄ－１



◎ ：指標の推移は順調

△ ：指標の推移は順調でない

- ：判定不能（実績値なし）

① ② ③
④

⑤

① ② ③

① ② ③

① ② ③

① ② ③

① ② ③

１：各事業をこのまま継続して推進する

２：予算事業等を改善しながら推進する

３：予算事業等の内容の全面的な見直しを行う

5

千円

④

⑤

令和４年度の
取組状況

＜指標推移に関連する主な予算事業等の改善や見直し等＞

令和３年度の取組を継続

指標推移へ
の対応方針
（令和５年度
以降）

＜指標推移の要因、令和４年度の
取組状況等を踏まえた今後の対応方針＞

1

・今後指標である資源物排出量を増やしていくには、回収環境の整備、回収品目の拡大などが必要と考える。
・市ホームページ、回覧板、広報おたるなど、複数の媒体を利用した啓蒙活動を引き続き行っていく。

4

集団資源回収事業費（00709）

予算なし

ごみ減量化、資源化及び再生利用並びに省エネルギーの推進に積極的に取り組んでいる小樽市内の店舗
を、エコショップとして認定し、広く市民に周知することにより、環境保全の意識の高揚を図っている。

④

⑤

生活環境部ごみ減量推進課

認定店数　令和元年度　39店舗　令和２年度　35店舗　令和３年度　34店舗

千円

④

千円

千円

市内17地域を、プラ類は週1回、かん等及び紙類は2週に1回収集を行う。なお、冬期間パッカー車による収
集が困難な地域は、小型車等で対応する。また、収集した資源物は各処理ルートを通じ、再資源化を図って
いる。

資源物収集量　令和元年度　5,905t　令和２年度　5,765t　令和３年度　5,636ｔ

市民一人1日当たりの生活系資源物排
出量

平成30年

年度ごとの実績値

　指標推移は、基準年から目標年までに基準値から目標値まで平均的に増加（減少）
させた場合の値を標準値とし、当該年度の実績値と標準値を比較して判定。
（目標値まで増加させる場合の例：実績値≧標準値⇒◎、実績値＜標準値⇒△）

千円 生活環境部ごみ減量推進課

一般廃棄物処理基本計画に基づき、食品の流通・消費過程等で生じる食ロス発生抑制等、特に食品廃棄物
を中心とした一般廃棄物の減量に特化した啓発を実施（焼却処理の経費節減や最終処分場の延命化に寄
与）。3

48

指標推移
の要因等

　近年レジ袋の有料化など３RにRefuse（拒否・断る）を加えた４R運動や、生産者が自主的に過剰包装の見直しを
行っているほか、ペットボトルなどのプラスチック製品の軽量化が図られるなど、資源物を含めた廃棄物の発生を抑
える動きが見られる。

主な
予算事業等
(令和３年度の
取組状況）

名称（事業番号） 決算（見込）額 担当

目的と概要

事業等実施状況

⑤

生活環境部ごみ減量推進課

当市の全小学生3,961人（令和３年10月1日現在）に小学校を通じて啓発文書の配布を行った。

エコショップ認定制度の推進

資源物分別収集事業費（00712） 177,531

⑤

④

（１）３Ｒの推進に向けた自主的な取組への支援 （第７次総合計画　基本計画　P.140～141）

ごみの減量化、資源の再生有効活用及び省資源化を図るとともに、資源回収の高揚と地域コミュニティ活動
の促進に向け、町会等の団体が行う資源回収に助成金を支出している。

資源回収量　令和元年度　2,160t　令和２年度　1,897t　令和３年度　1,795ｔ

指標推移 △

⑤

④

主な取組

★集団資源回収など自主的な活動への支援（生活環境部ごみ減量推進課）
〇エコショップ認定制度の推進（生活環境部ごみ減量推進課）
〇循環型社会の形成に向けた資源回収環境の整備（生活環境部ごみ減量推進課）
〇食品ロス削減への情報提供・啓発活動の推進（生活環境部ごみ減量推進課）

1

2

生活環境部ごみ減量推進課

事業系廃棄物減量推進事業費（00711）

5,517

令和４年度　行政評価調書（小施策検討シート）

指標

基準値 目標値

142g/人・日 165g/人・日

令和５年度

142g/人・日

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

141g/人・日 142g/人・日

指標名 指標の基準年



◎ ：指標の推移は順調

△ ：指標の推移は順調でない

- ：判定不能（実績値なし）

① ② ③
④

⑤

① ② ③

① ② ③

① ② ③

① ② ③

① ② ③

① ② ③

令和４年度の
取組状況

＜指標推移に関連する主な予算事業等の改善や見直し等＞

令和３年度の取組を継続するとともに、市内の食品ロスの排出状況を把握し、食品ロス削減に向けた事業を行うた
め、家庭から排出される廃棄物の組成分析調査を行う予定である。

年度ごとの実績値

指標推移
の要因等

　新型コロナウイルス感染症拡大防止のための外出自粛要請等の影響もあり、自宅での活動が増加したことに伴
い、外食の機会の減少や、片づけごみの増加等により、ごみの排出量が基準値を上回ったが、この傾向は全国的に
見られるものである。

6

不法投棄等対策経費（00675） 5,433 千円 生活環境部清掃事業所

④
近年大きな環境問題となっている廃棄物の不法投棄対策として、不法投棄監視員４名を配置し、車両２台体
制で巡回するほか、啓発用看板の設置等等の対策を行うことで、不法投棄の抑止及び早期発見に努めてい
る。

⑤ 回収した不法投棄物の埋立量　令和元年度　28,140t　令和２年度　12,010t　令和３年度 9,830t

5

廃棄物最終処分場拡張整備事業（02942） 7,590 千円 生活環境部管理課

④ 現最終処分場の延命のため、施設の更新や埋立容量増の工事を行うもの。

⑤
・令和元年度　45,701千円（トラックスケール更新、浸出水処理施設PLC及び操作端末更新、浸出水処理施設空調設備修繕）
・令和2年度　113,542千円（飛散防止ネット等資材の実勢価格調査、土えん堤造成、飛散防止ネット設置及び搬入道路舗装）
・令和３年度     7,590千円（土えん堤造成）

4

北しりべし廃棄物処理広域連合負担金（00670） 1,069,060 千円 生活環境部管理課

④
北しりべし廃棄物処理広域連合の円滑な運営を確保し、本市のごみ処理事業を円滑に行うため、同連合規
約第17条に基づき、各市町村からの負担金として、本市も支出するもの。

⑤ 負担額　令和元年度　1,291,959千円　令和2年度　1,171,274千円　令和３年度　1,069,060千円

3

事業系一般廃棄物の発生抑制 - 千円 生活環境部ごみ減量推進課

④
一般廃棄物処理基本計画に基づき、食品の流通・消費過程等で生じる食ロス発生抑制等、特に食品廃棄物
を中心とした一般廃棄物の減量に特化した啓発を実施（焼却処理の経費節減や最終処分場の延命化に寄
与）。事業系廃棄物減量推進事業費の一部として実施。

⑤ 当市の全小学生3,961人（令和３年10月1日現在）に小学校を通じて啓発文書の配布を行った。

市内を１７地区に分け、可燃ごみは週２回、不燃ごみは２週に１回、ごみステーションのごみ収集を行う。冬期
間パッカー車による収集が困難な地域は、小型車等で対応する。更に自己搬入の受付、高齢者等宅を週１
回訪問し、ごみ収集と安否確認を行う「ふれあい収集」なども併せて行うことにより、環境美化や公衆衛生を保
持している。

⑤ 可燃・不燃ごみ収集量　令和元年度　17,137ｔ　令和２年度　17,444ｔ　令和３年度16,711ｔ

2

資源物の分別収集 - 千円 生活環境部ごみ減量推進課

④
市内17地域を、プラ類は週1回、かん等及び紙類は2週に1回収集を行う。なお、冬期間パッカー車による収
集が困難な地域は、小型車等で対応する。また、収集した資源物は各処理ルートを通じ、再資源化を図って
いる。資源物分別収集事業費の一部として実施。

⑤ 資源物収集量　令和元年度　5,905t　令和２年度　5,765t　令和３年度　5,636t

指標推移 △

主な取組

★ごみの適正な排出の仕方についての指導や、効率的なごみ・資源物の収集運搬業務を実施（生活環
境部ごみ減量推進課、生活環境部清掃事業所）
〇事業系一般廃棄物の発生抑制を目的に、資源化に向けた適正処理の監視・指導を推進（生活環境
部ごみ減量推進課）
〇ごみ処理に係る北しりべし廃棄物処理広域連合の構成市町村としての参画（生活環境部管理課）
〇最終処分場の維持管理及び拡張整備（生活環境部管理課）
〇不法投棄未然防止に向けた監視パトロールや啓発活動の実施（生活環境部ごみ減量推進課）

主な
予算事業等
(令和３年度の
取組状況）

名称（事業番号） 決算（見込）額 担当

目的と概要

事業等実施状況

1

収集運搬経費（00672） 234,690 千円 生活環境部清掃事業所

④

令和４年度 令和５年度

468g/人・日 482g/人・日 478g/人・日

　指標推移は、基準年から目標年までに基準値から目標値まで平均的に増加（減少）
させた場合の値を標準値とし、当該年度の実績値と標準値を比較して判定。
（目標値まで増加させる場合の例：実績値≧標準値⇒◎、実績値＜標準値⇒△）

令和４年度　行政評価調書（小施策検討シート）

（２）ごみ・資源物の適正処理 （第７次総合計画　基本計画　P.141）

指標

指標名 指標の基準年 基準値 目標値

市民一人1日当たりの生活系ごみ排出
量

平成30年 470g/人・日 425g/人・日

令和元年度 令和２年度 令和３年度



１：各事業をこのまま継続して推進する

２：予算事業等を改善しながら推進する

３：予算事業等の内容の全面的な見直しを行う

指標推移へ
の対応方針
（令和５年度
以降）

＜指標推移の要因、令和４年度の
取組状況等を踏まえた今後の対応方針＞

1

・生活系ごみの排出量は、社会情勢の影響を受けやすく、現状では新型コロナ禍による影響が大きいことから、状況
の推移を見守りつつ、食品ロスの排出状況を把握する等、食品ロス削減を含めた排出量削減に向けた取組を推進
していく。



◎ ：指標の推移は順調

△ ：指標の推移は順調でない

- ：判定不能（実績値なし）

① ② ③
④

⑤

① ② ③

① ② ③

① ② ③

① ② ③

① ② ③

① ② ③

１：各事業をこのまま継続して推進する

２：予算事業等を改善しながら推進する

３：予算事業等の内容の全面的な見直しを行う

④

令和４年度の
取組状況

＜指標推移に関連する主な予算事業等の改善や見直し等＞

令和３年度の取組を継続

指標推移へ
の対応方針
（令和５年度
以降）

＜指標推移の要因、令和４年度の
取組状況等を踏まえた今後の対応方針＞

1

・設置から相当の年数が経過している単独処理浄化槽管理者に対し、環境への負荷がより少ない合併処理浄化槽
へ転換するよう働きかけていく。

年度ごとの実績値

指標推移
の要因等

　令和３年度に合併処理浄化槽設置家屋の居住者が死亡し、廃止届が提出されたため、実績値が１件減少した。
　単独処理浄化槽の使用者においては、生活する上では何ら支障がないため、故障に伴う交換などの契機がなけ
れば、合併処理浄化槽への転換が進まないのが現状である。

6

千円

⑤

5

千円

④

⑤

4

千円

④

⑤

3

千円

④

⑤

千円 生活環境部管理課

④
生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止し、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るため、下水
道処理区域外の単独処理浄化槽管理者に対し、合併処理浄化槽に転換して行くよう、周知、啓発を継続し
て行う。

2

下水道の接続促進（共4-1） - 千円 水道局サービス課

④
現在の高い水洗化率の水準を維持し、少しでも向上するよう水洗便所等改造資金貸付制度の利用を含めた
下水道への接続促進の周知、啓発を継続して行う。

⑤
対象世帯189件に対し、個別チラシ配布により下水道への接続促進を行った結果、9件の下水道接続につな
がった。

指標推移 △

117基

⑤ 市ホームページにおいて、合併処理浄化槽への転換を促す周知文書を掲載した。

主な取組
〇下水道処理可能区域外の合併処理浄化槽の設置促進に向けた周知、啓発（生活環境部管理課）
〇河川や海など公共用水域の水質保全に向けた下水道の接続促進（水道局サービス課）【共4-1上下
水道】

主な
予算事業等
(令和３年度の
取組状況）

名称（事業番号） 決算（見込）額 担当

目的と概要

事業等実施状況

1

合併処理浄化槽への転換促進 -

令和４年度 令和５年度

118基 117基

　指標推移は、基準年から目標年までに基準値から目標値まで平均的に増加（減少）
させた場合の値を標準値とし、当該年度の実績値と標準値を比較して判定。
（目標値まで増加させる場合の例：実績値≧標準値⇒◎、実績値＜標準値⇒△）

令和４年度　行政評価調書（小施策検討シート）

（３）し尿などの適正処理 （第７次総合計画　基本計画　P.141）

指標

指標名 指標の基準年 基準値 目標値

合併処理浄化槽設置数 平成30年 116基 127基

令和元年度 令和２年度 令和３年度


